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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本の豊富な家計調査データを用いて、個人の所得・健康状態と健康増進
プログラムとの相関・因果関係を定量的に把握する為、(1)所得格差と健康格差の関連性、(2)再分配政策の健康
状態による所得格差に与える影響、（3）特定健康診査の健康増進効果の三つのテーマに関する実証研究を行っ
た。①日本における健康に関連した所得格差は増加しつつあるが、所得分布の分位点によって、また所得の種類
によって大きく異なること、②社会保障の負担は分布の下位にある人の健康関連の所得格差を拡大する傾向があ
ること、③特定健診の導入が健康状態の向上、喫煙習慣、医療費の支出等には明確な効果は認められないことが
判明した。

研究成果の概要（英文）：This research project empirically investigated the interrelationship among 
income, health and health promoting programs, using rich household survey data from Japan. The study
 focuses on three main research topics: (i) the interrelationship between income and health, (ii) 
the impacts of Japan’s major redistributive policies; and (iii) the health effects of the Specific 
Health Check-up. We find that (a) the gap in income between the healthy and the sick individuals has
 been increasing, yet it varies significantly along the distribution of income and by the types of 
income: the gap gets smaller at per capita household income, but follows a U-shape trend at personal
 income. (b) Income taxation seems to widen the gap for the middle-income earner, while social 
security contributions tend to widen the gap for those in the bottom tail. (c) The Specific Health 
Check-up program appeared to have little effect on health status, smoking behavior, and medical 
expenses.

研究分野：医療経済学
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１．研究開始当初の背景 
 

所得と健康の間に関連性があることが
先行研究ではよく示されてきた。健康でない
人々が同時に貧困にあえぐ、こういう関連性
が所得による健康格差と呼ばれています。ノ
ーベル経済学賞受賞者アンガス・ディートン
の指摘するところでは、「所得が低いことと
不健康であることが同時に起こるのであれ
ば、貧しい人たちは二重に貶められていると
いうことになり、所得が低いということ以上
に我々の関心を集めてしかるべきだ」と。さ
らに、健康も重要な福祉の一種だとして認識
されつつあり、健康格差の縮小が健康と社会
政策の急務になっている。   

 
近年、健康水準の高い日本でも、同様の

傾向が観察されている。「国民生活基礎調査」
のデータによると、2010 年に健康状態が悪
いと答えた勤労者の平均年収は健康状態が
良いと答えた勤労者の平均年収より 24.5 万
円低かった。1989 年の水準と比べて、格差
の度合いは 25％高くなっていた。さらに、年
齢、性別や学歴などの個人属性を考慮しても
この格差は消えない。政府のこの問題に対す
る意識も強くなってきた。厚生労働省が 2012
年に実施した健康日本 21 という国民健康づ
くり運動は、地域や性別による健康寿命の格
差を縮小するのを 10 年計画の達成目標の一
つに掲げており、政策の主眼が健康格差に移
りつつある方向性が明らかだと言える。 

 
健康診断は、人口全体の健康状態を改善

するのに重要な方法だと広く考えられてい
る。世界全体の人口が高齢化する中にあって、
医療費の歳出が急速に拡大しており、近年に
なってより多くの関心を集めている。定期的
な健康診断はアメリカやイギリス、日本など
の先進諸国では広く行われている。健康診断
が重大な病気の兆候の発見、予防に結び付く
とするならば、健康診断の普及は疾患の早期
治療等を可能とし、その重篤化を防ぎ、結果
として国民の健康向上及び医療費の増加を
抑えることが期待される。そこで政府は健康
診断の普及に尽力しており、2008 年度から
は生活習慣病の早期発見と治療を目的にし
て、特定健康診査・特定保健指導を 40〜74
歳の公的医療保険加入者全員を対象として
導入した。しかし、このような健康増進を目
的としたプログラムの効果を検証する研究
はまだ少ない。 
 
 
２．研究の目的 

 
本研究は、日本の豊富な家計調査データ

を用いて、個人の所得・健康状態と健康増進
プログラムとの相関・因果関係を定量的に把
握することを目的としている。具体的に、下
記の三つのテーマに関する実証研究を行っ

た。 
 
第一に、所得格差と健康格差の関連性を

分析する。まずは日本における人々の健康と
所得の関連性の実態を把握する。さらに、所
得分布の変動は健康状態と年齢にどのよう
に依存しているかを分析することで、高齢化
の進行とともに、所得分布と健康分布間の相
関・因果関係を把握する事を目的とする。 

 
第二に、再分配政策の健康状態による所

得格差に与える影響を分析する。これまでの
税・社会保障の所得再分配機能が、どのよう
に健康不平等に影響したかを分析し、将来的
な政策へのインプリケーションを明らかに
する。 

 
第三に、特定健康診査の健康増進効果を

分析する。健康診査は健康格差を縮小できる
かどうか、経済資源を予防医療に振り分ける
べきかどうか、エビデンスベースで答えを提
示する。 
 
 
３．研究の方法 
 
データ：1986～2010 年に掛けて三年ごとに実
施された｢国民生活基礎調査(CSLCJ)｣のデー
タを使用する。 
 
統計手法： 
 
① 第一の研究テーマに関して、健康状態が

良いと答えた人と悪いと答えた人の所得
の差に着目し、被説明変数として使用す
る。新しく開発された無条件分位点回帰    
(Unconditional Quantile Regression, 
UQR) という方法により、全世帯 20 等分
した所得 20 分位階級別に健康に関連し
た所得格差を分析する。 
 

② 第二の研究テーマに関して、同じく UQR
手法を用いて、税および社会保険料など
による所得再分配が所得と健康の関連性
に与える影響を分析する。具体的には、
所得税、住民税、資産税と社会保険料に
着目し、課税前の健康による所得格差と
課税後の所得格差を推定・比較する。 
 

③ 第三の研究テーマに関して、パラメトリ
ック手法とノンパラメトリック手法を使
用する。まず、順序プロビットモデル
（Multivariate Ordered Probit）を用い
て、受診行動に影響を及ぼす要因を地域
レベルと個人レベルデータで推定する。
その次に健康診査変数の内生性を考慮し、
回帰分断デザイン（Fuzzy Regression 
Discontinuity, RRD)という統計手法を
用いて、特定健康診査の導入からの受診
行動の影響を用いて、健康診査の健康状



態、喫煙や医療費などに与える影響を推
定する。 

 
 
４．研究成果 
 
（１）第一テーマの分析結果： 
 
① 日本における健康による所得格差は長く

存在している。近年、不平等の程度は高
くなる傾向が見られる（図 1）。とりわけ
興味深いのは、所得と健康の相関係数が
年齢ごとに上昇する傾向がある事である。
（図 2） 
 

 
 

② 健康に関連した所得格差は、所得分布の
分位点によって大きく異なる。家計の一
人当たり所得が増加すると、健康度が低
いことに起因する健康関連の所得格差は
小さくなる（図 3）。例えば、最も所得の
少ない下位 5％の低所得層には、健康で
ある人の所得が健康ではない人の所得よ

り約 30％高いことが分かった。他方、個
人所得においては健康関連の所得格差は
はじめ縮小するが、のち拡大する U 字の
関係が観察された（図４）。理由としては、
中所得者と比較して、低所得者と高所得
者の健康状態が労働生産性により大きな
影響を与えると考えられる。 

 

 
（2）第二テーマの分析結果：課税前個人所
得における健康関連の所得格差と比較して、
課税後個人所得の方が健康関連の所得格差
が大きく、特に中低位・中位の所得者に顕著
である。加えて、社会保障の負担は分布の下
位にある人の健康関連の所得格差を拡大す
る傾向があることが社会保険料は逆進的で
あることを示した（図 4）。 
 
（3）第三テーマの分析結果： 
 
① 地域レベルの分析結果より、地域の社会

的・経済的要因（たとえば、一人あたり
GDP、人口密度、平均年齢、性別比率、
平均家族人数、教育レベル、医療保険）
を考慮にいれても、健康診断受診率の地
域間格差が残り、また時系列的にも健康
診断の受診率の向上がみられない。 
 

② 個人レベルの分析の結果から、個人の社
会的・経済的要因（たとえば、年齢、性
別、15 歳以下の子供の人数、婚姻状況、
家計所得、地域、年次）を考慮しても非
正規雇用者の受診する確率が正規雇用者
に比べて著しく低く、また国民健康保険
加入者の受診率は、被用者保険加入者に
比べて著しく低い。 

 

③ 特定健診制度の導入が健康診断全般の受
診率を高めたことが確認された。しかし、
主観的健康状態の向上、健康行動（喫煙
習慣）、医療費の支出などには明確な効果
は確認されなかった。 

 
 
 



（４）総括 
 

本研究の三つテーマにおいて、ほぼ申請
時の計画通りに研究成果を出す事が出来た。
そればかりでなく、同研究を更に発展させる
ような派生的研究プロジェクトをスタート
させる事が出来た。これまでの成果を纏めた
論文は Japan and World Economy, Journal of 
Health Economicsと Journal of Development 
Economics いう経済学分野でレベル高い国
際学術雑誌に掲載されており、日本医療経済
学会や多くの研究会から良いコメントを頂
いている。また、本研究の結果に基づいて、
ディスカッション・ペーパーを 2本完成させ、
現在経済産業研究所（RIETI）のホームペー
ジに公表されている。その意味から、計画以
上の成果が得られたと考えている。  
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